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 第 1 節 要約 




















下 AAA)が 1966 年に公表した『基礎的会計理論に関するステートメント』(A  Statement  















 このことは米国の財務会計基準審議会(Financial Accounting Standards Board :以下
FASB)が『財務会計諸概念に関するステートメント第１号：営利企業の財務報告の基本目
的 (Statement of Financial Accounting Concepts No.1 : Objectives of  Financial 























































































































 これらの検討の成果を用いて第 4 章では，企業の情報開示についての最近の実際の事例
を取り上げ検討する。ここで取り上げられるのは，米国のプロフォーマ財務情報といわれ










トメント第 2 号：会計情報の質的特徴(Statement of Financial Accounting Concepts No.2 : 
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第 1 章 コミュニケーション・システムとしての企業会計の検討 
 






ところで 1960 年代中頃まで支配的であった会計理論は，たとえば G.O.May が，「すくな
くとも一部分は財務的な性格をもつ諸取引および諸事象を，意味のある方式によって，ま
た，貨幣を表現手段として，記録，分類，総括し，さらにそれらの結果を解釈するところ
の技術である(1)。」と紹介している，当時のアメリカ会計士協会(American Institute of 
Accountants)による定義にみられるように，いわば会計情報作成者指向であった。 

















































































ニケーションが成り立つのである(15)。これらのことは図表 1-1 のようにまとめられる。 
 
図表 1-1  基本的なコミュニケーションの過程 
送り手                  受け手 
 









学』北大路書房，1999 年，第 2 章所収)，40 頁の図 2-3 をもとに作成。 




































響を与える。その 3 段階とは，認知，評価，指令から成り立ち，人間はこの 3 段階の情報
によって制御され，動かされていくのである。 











































図表 1-2   一方向および双方向コミュニケーションの属性 
 
  一方向 双方向 
公式化 高 い 低 い 
スピード 速 い 遅 い 
複雑さ 低 い 高 い 
組織化 高 い 低 い 
効率性 低 い 高 い 
(出所)  L.D.Parker and K.R.Ferris and D.T.Otley, Accounting for the Human Factory, 
Prentice Hall of Australia Pty Ltd., 1989,p.113(上埜進・越野啓一・神谷健司訳『行動会


















Bedford and Baladouni であった。彼らは，会計情報の伝達過程をコミュニケーションのマ








コミュニケーションのマトリックス    
“EE”の観察 
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EE は営利企業の経済的事象(Economic Events of a business enterprise) 。 
A は営利企業の会計担当者(Accountant of a Business Enterprise)。 
AS は営利企業の会計報告書(Accounting Statements of a Business enterprise)。 









(出所) N.M.Bedford and V.Baladouni, “A Communication Theory Approach To Accont- 














 (1） 会計を一般的なコミュニケーションの特殊領域とみることにより，会計理論をして 
会計の社会的あるいは一般的な性格に目を向けさせることになる。 
 (2) コミュニケーション理論が，対象を，その構成要素間の相互作用を重視しつつ，1 
つの総合システムとして把握するものであるため，この理論を適用することによって，
伝統的理論に比べて，会計を 1 つの総合システムとしてみることがより容易になる。 










































図表 1-4 のように定義される。 
 
図表 1-4 情報会計の定義 
 
情報会計は，      
































































 そこで会計的コミュニケーションにおけるフィードバックを考えてみると，Bedford and  
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第 2 節 会計の伝達様式としての言語性の考察 
 












































































理学的，生物学的，社会学的現象のすべてを扱う。           
これらのことは，図表 2-1 のようにまとめられる。 
 
図表 2-1 記号過程 
 
                    
 
語用論        語用論   
               
構文論 
                  
                 




（出所） 永井成男・和田和行『記号論 －その論理と哲学』北樹出版，1989 年，101 頁の 












































 さらに能記が直接指しているものは指示対象ではなく，所記である。これは Ogden and 





















正確                         適切 
象徴する                         指示する 




               象 徴           表示する          指示対象 
(想定関係) 
真  
(出所) C.K.Ogden and I.A.Richards, The Meaning of Meaning : A Study of the Influence of 
Language upon Thought and of the Science of Symbolism , Routledge & Kegan Paul 






















第 4 節 記号論の三分野における語用論の位置づけ 
 











































                                    Syntactics 
 
                                                                    Semantics         
 
                                                                  Pragmatics               
( 出所 ) C.Cherry, “ ‘Communication  Theory’ and  Human  Behaviour  ,” in: The 
Communication Research Centre , Studies in communication, University College, 























第 5 節 企業会計システムへの語用論的考察の意義 
 






表的なものが，ASOBAT における会計情報の基準(Standards for Accounting Information)
に関する考え方である。 




(Verifiability)，不遍性(Freedom from bias)そして量的表現可能性(Quantifiability)の 4 つ
の会計情報の基準をみたさなければならないことを示した。 




頁の図表 2-4 のように，4 つの基準を基本的なものと副次的なものとしての関係に示すこと













図表 2-4  ASOBAT の会計情報の基準 
 
    有用性        
              
                   
               
〔基本的特性〕 目的適合性                
                
                
〔副次的特性〕    検証可能性  不偏性  量的表現可能性 
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SS :送り手が作成した記号 (Sender’s Signs) 
M:受け手が読み取ろうとするメッセージ (Messages) 
SR:受け手が作成した記号 (Receiver’s Signs) 
(出所) 杉本典之『会計理論の探求 －会計情報システムへの記号論的接近－』同文舘，1991














                             

















 次節以降で，以上の 3 つのサブ・システムの相互関係に留意しながら，企業会計システ
ムについて現実的・実践的に検討を進めていくこととする。 
 













○            ○ 
既存の会計基準           新たな会計基準 
会計情報利用者の要請や利害 
    経営者や出資者の要請や利害 
    国家などの政策など 
 
(出所) 木戸田力「“国際的調和化”時代の企業会計における記号動態への一視角 －語用論的
考察を中心に－」『商学論集』（福島大学）第 70 巻第 2 号（2002 年 3 月），10 頁。 
 



































     前提 1：上天気なら釣りにつれていってもらえる。 
     前提 2：上天気だ。 
  結 論：釣りにつれていってもらえる。 
 













意味」と名づけることができる。(図表 3-3 参照) 
 
図表 3-3 コミュニケーションのプロセス 
 
 
                              
 
                  記       解 
〔発信者〕         号           読 〔受信者〕 
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(1)  上野清貴『会計の論理構造』税務経理協会，1998 年，245 頁。 
(2)  田中茂次『会計言語の構造』森山書店，1995 年，19 頁。 
(3)  木戸田力「“国際的調和化”時代の企業会計における記号動態への一視角 －語用論的考 
察を中心に－」『商学論集』（福島大学）第70巻第2号（2002年3月），10頁。 




(5)  同上，13-14 頁。 
(6)  G.N.Leech,Principles of Pragmatics , Longman Group Limited , 1983,p.6(池上嘉彦・河
上誓作訳『語用論』紀伊國屋書店，1987 年，8 頁). 






(J.Thomas, An  Introduction  to  Pragmatics , Meaning  in  Interaction , Addison  
Wesley  Longman  Ltd., London, 1995,p.18(浅羽亮一監修『語用論入門』研究社出版，
1998 年，20 頁). 
(9)  Ibid., pp.18-21(同訳書 20-23 頁参照). 
(10)  このことについて G.N.Leech は，「聞き手は，(中略)発話の意義を解読することによって
発話の効力に到達し，それから発見的な問題解決により，その発話の効力または語用論的解
釈を算出するのである。(中略)方法論的には，これが語用論的な効力の解明に近づく一番健
全な方法であるように思われる」と述べている。(G.N.Leech,op.cit. , 1983,pp.152-153 (同
訳書，222 頁)). 
(11)  J.Thomas,op.cit.,p.22(同訳書，25 頁). 
(12)  青柳文司『新版会計学の原理』中央経済社，1979 年，135 頁。 
(13)  同上，135 頁。 
(14) 同上，133 頁。なお，青柳教授は法規や省令のように制定によって成り立ったり，人々の
合意によって慣習の形で成立する規約として「コンベンション」という用語を用いている。 
(15)  池上嘉彦『記号論への招待』岩波書店，1996 年，63-64 頁。 
(16)  同上，63-64 頁。  
(17)  同上，47-50 頁。 
(18)  木戸田力「会計測定の対象と会計的概念 －資産・負債観の新たな可能性をもとめて－」
 47 
『東北学院大学経理研究所紀要』第 9 号（2000 年 12 月），29 頁。 
(19)  青柳文司，前掲書，140 頁。 
(20)  同上，142 頁。 



































第 4 章 企業会計システムについての語用論からの検討 
― プロフォーマ財務情報の事例をもとに ― 
 



























第 2 節 プロフォーマ財務情報の概要とその利用の特徴 
 
1 プロフォーマ財務情報の概要 






























また FASB が 2001 年に公表した財務会計基準書第 141 号『企業結合』(Statement of  














図表 4-1 抜粋した会社のプロフォーマによる成績と GAAP による成績の比較 
      
  (2001 年 3 月四半期) 
 企  業 プロフォーマ GAAP 差 額 
JDS Uniphase $0.14 -$1.13 1.27 
Checkfree -0.04 -1.17 1.13 
Terayon -0.43 -1.01 0.58 
Amazon.com -0.22 -0.66 0.44 
PMC-Sierra 0.02 -0.38 0.40 
Corning 0.29 0.14 0.15 
Qualcomm 0.29 0.18 0.11 
Cisco Systems 0.18 0.12 0.06 
(出所) H.Schilit, Financial Shenanigans , 2nd  ed., The McGraw-Hill Companies , 2002, 
























 このようなことを背景として，企業が正式な数字を SEC へ提出する約 6 週間前に，プロ 
フォーマ財務情報を開示しているといわれる(10)。 
ここで図表 4-2 として Yahoo!Inc.の 2001 年度のプロフォーマ財務情報を次頁にわたり
示しておく。同社の場合は，プレスリリースにおいてプロフォーマ要約連結営業報告書
(Unaudited Pro Forma Condensed Consolidated Statements of Operations)として 2 年
度分がまとめられており，さらに GAAP に基づく純損益にどのような項目を調整してプロ
フォーマ純利益が算出されたのかについての説明も付されている。そのことにより，図表
4-2 からわかるように，2000 年度は GAAP に基づく純利益 70,776 千ドルが，290,983 千
ドルへ 220,207 千ドル増加し，同様に 2001 年度においては，92,788 千ドルの純損失が，
41,420 千ドルの純利益へ 134,208 千ドル好転するという，ともに業績が改善する形となっ
ている。なお，図表 4-2 においては四半期報告は省略している。 
 
図表 4-2  Yahoo!Inc.のプロフォーマ要約連結営業報告書 
                               (単位：千ドル) 
       12 月 31 日 
       2001 年度  2000 年度 
 純売上高    717,422  1,110,178 
 原価及び費用：       
  売上原価    157,001  149,744 
  販売費及びマーケティング費   382,826  407,854 
  製品開発費    121,012  102,382 
  一般管理費    78,141  65,511 
   原価及び費用合計   738,980  725,491 
 プロフォーマ営業利益(損失)   (21,558)  384,687 
 その他の収益    101,905  89,939 
 少数株主損益    (693)  (5,298) 
 税引前プロフォーマ利益   79,654  469,328 
 納税引当金    38,234  178,345 
 プロフォーマ純利益    41,420  290,983 
 1株当たりプロフォーマ純利益－希薄化  0.07  0.48 
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 1株当たりプロフォーマ純利益算定株数－希薄化 596,545  610,678 
                    
 
上記の報告書には下記の影響が除外されているので，GAAP に従った表示 
とはなっていない。   
  
          
 プロフォーマ純利益    41,420  290,983 
  無形資産の償却    (64,085)  (28,328) 
  ストック・オプション行使に関する賃金税  (1,310)  (14,856) 
  株式に基づく報酬費用   (9,096)  (20,898) 
  リストラ費用    (57,471)  － 
  買収関連費用    (4,750)  (22,785) 
  その他の収益：       
   投資損失    (26,623)  (118,943) 
   
契約満了手数料
(Contract termination fee) 
  9,000  － 
   Yahoo!Japan への投資ののれん償却  (7,144)  (4,697) 
  補足的納税引当金   27,271  (9,700) 



































 これに対し，まず産業界において，全米財務担当役員協会 (Financial Executives 
Institute : 以下 FEI)および全米 IR 協会(National Investor Relations Institute : 以下
NIRI)が共同で 2001 年 11 月に利益プレスリリース・ガイドライン（Earnings  Press  
Release  Guidelines）を公表しており，それによりプロフォーマ財務情報の開示について
の自主的規制が行われるようになった(16)。 
そして SEC も 2001 年 12 月に，「利益公表におけるプロフォーマ財務情報の使用につい
ての警告的忠告」 (Cautionary  Advice  Regarding  the  Use  of  “Pro  Forma” 
Financial  Information  in Earnings  Releases:以下「警告的忠告」)を発しており，そ
こには，プロフォーマ財務情報は有益な目的に貢献できるとしながらも，「われわれはこの
プロフォーマ財務情報を使用する公開企業に警告(caution)して，そのような情報の潜在的
危険を投資家に警告(alert)したい」として，次の 5 項目を通知した。 
(1)  連邦証券法の詐欺防止条項がプロフォーマ財務情報を発表する企業へ適用される。 








(5)  われわれは投資家にプロフォーマ方式の財務表示あるいは要約とGAAP に基づく財
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務報告を比較することを促す。 
ここで注目すべきは，FEI と NIRI という産業界の領域で自主的に作成された利益プレス
リリースのガイドラインを遵守することを推奨している点であろう。またこれ以降，各社
のプロフォーマ財務情報の開示の姿勢が改善されるようになった(17)。 
 また米国は企業改革法（Public Company Accounting Reform and Investor Protection of 
2002）を 2002 年 7 月に異例の早さで成立させ，報告や開示の義務を拡大させた。そして












ための新規則や改正を採択する。」として，2003 年１月に GAAP によらない財務指標に関
する規則である Regulation G(18)を制定した。SEC は上記の FEI と NIRI によるガイドラ
インを積極的に支持していたこともあり，もともと産業界の自主的規制であったものを
Regulation G として公的な場面に展開させたといわれる。そこでは，プロフォーマ財務情
報という用語に代えて，「非 GAAP 財務数値(19)」（Non - GAAP Financial Measures）と
いう用語を用いて次のようなことを定めている(20)。 
すなわち， 
・ 企業が非 GAAP 財務数値を一般に公表する場合には，その数値が誤解を生むようなも
のではあってはならない 
 ・ 非 GAAP 財務数値を公表する場合は，GAAP に基づく利益との相違を明確にするた 
めに，除外した費用などの内訳を細かく開示すること 
 ・ 決算説明会などで，口頭で非 GAAP 財務数値を明らかにする場合も，自社のウエブサ 
イトで詳しい情報を提供すること。 
 ・ 経営者が非 GAAP 財務数値を示す目的やその情報が有用であると考える根拠を開示 
すること 
 また，次のような事項は禁止されている。 
 ・ 現金支出を要するか，要するであろう費用または負債を非 GAAP 財務数値から除外す
ること 
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 ・ 2 年以内に合理的に繰り返し発生する可能性の高い費用や利得を非 GAAP 財務数値 
から除外したり，平準化するために調整すること 
 ・ GAAP に基づいた財務諸表や注記のなかで非 GAAP 財務数値を表示すること 
 ・ GAAP に基づく財務数値に関して用いられた名称や解説と同一か類似している，非
GAAP 財務数値の名称や解説を用いること 
 ・ 1 株当たりの非 GAAP 財務数値を表示すること 




























































策の一環で Regulation G が制定されたが，これは単にプロフォーマ財務情報の過熱した乱
用を抑えるためのみの制定ではない。同情報の有用性については SEC も認識していた一方，
GAAP に基づく利益の限界も指摘されていたので，利用者の情報ニーズを集約する形で，

















(1)  Johnson and Schwartz Jr. が 433 社を対象に行った調査によると，「プロフォーマ利益」
や「プロフォーマ純損益」という名称を用いている企業が，全体の 45.7％で，そのほかに「現
金利益(cash earnings)」や「現金純損益(cash net income or loss)」としているのが 21.5%，
「～前あるいは～除外利益(損失)(earnings(loss) “before” or “excluding” various items)」が
24.9%，「調整利益( “adjusted” earnings)」や「調整純損益( “adjusted” net income or loss)」
が 7.9%であった。(W.B.Johnson and W.C.Schwartz Jr., “ Are Investors Misled by ‘ Pro 
Forma’ Earnings ?,” University of Iowa , Working Paper , Revised August 2002 , p.33.)なお，
中條祐介「プロフォーマ情報と戦略的ディスクロージャー」宇南山英夫・三浦敬編『会計ディ
スクロージャーの新機軸』東京経済情報出版，2002 年，第 3 章所収において，Johnson and 
Schwartz Jr.をはじめとした実証研究をもとにプロフォーマ財務情報について詳述されてい
る。 
(2)  佐藤信彦「業績報告：その議論の動向と問題点(2)」『週刊経営財務』No.2632(2003 年 7
月) 16 頁。 
(3)  プロフォーマ利益から除外される GAAP の項目についての Johnson and Schwartz Jr.に
よる調査結果は次のとおりである。 
のれんの償却                                                50.8% 
不特定の無形資産の償却                                     49.7% 
行使されたストック・オプションについての賃金税を含む株式報酬 38.3% 
M&A 費用                                                  21.2％ 
買収した仕掛中の研究開発費                                 15.5％ 
減価償却および減耗償却                                      4.6% 
その他の項目：                                             42.3％ 
           「未発生」や「特別」項目として表示される金額                14.8% 
           リストラ費用および退職費用                                   8.8% 
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           資産売却および持分投資の損益                                 9.7％ 
           繰延報酬，財務費用，管理費用，「非営業」項目， 
           不特定「非現金」費用，そして雑項目                         9.0％ 
(W.B.Johnson and W.C.Schwartz Jr., op.cit., p.33.) 
(4)  Securities and Exchange Commission , Regulation S-X , Rule 11-02(a). 
(5)  Ibid., Rule 11-02(a). 
(6)  Ibid., Rule 11-01(a)(1). 
(7)  Ibid., Rule 11-02(b). 
(8)  プロフォーマ財務情報については定義の違いがあるものの，少なくとも各企業が独自に定 
義した同情報が株価に及ぼす影響は乏しいという実証データが紹介されている(中條祐介
「プロフォーマ利益の開示とその課題」『会計』第 162 巻第 3 号(2002 年 9 月)31-32 頁) 。 
(9)  全米 IR 協会(National  Investors  Relations  Institute : NIRI)の 2003 年の調査によると，
自社を担当しているアナリストが非 GAAP 情報(プロフォーマ財務情報)をもとに利益予測
を行っていると回答した企業が 606 社中 22.9％で，非 GAAP 情報と GAAP 情報の双方を
もとに行っていると回答した企業は 52.0%であった。(NIRI, New NIRI Suevey Shows 
Overwhelming Number of Companies Are Maintaining Open Communications with 
shareholders and Analysts, News Release, June 11 ,2003.) 
(10)   A.Levitt ,Take on the Street ,Pantheon Books,2002,pp.157-160 (小川敏子訳『ウォール
街の大罪』日本経済新聞社，2003 年，209-211 頁). 
(11)  J.Glasner, “ When Pro Forma Is Bad Form , ” December 2001, available  from  
http://www.hotwired.co.jp/news/news/20011210104.html . 
(12)  R.Bloom and D.Schirm, “ SEC Regulations G,S-B, and S-K : Reporting Non-GAAP 
Financial Measures ,”The CPA Journal, December 2003, available  from  
http://www.nysscpa.org/cpajournal/2003/1203/nv/nv3.htm . 
(13)  古庄修「米国における非 GAAP 利益の開示規制」『経済系』(関東学院大学)第 223 集(2005
年 4 月)69 頁。 
(14)  J.Glasner,op,cit., available  from   
http://www.hotwired.co.jp/news/news/20011210104.html . 
(15)  D.Henry, “ The  Numbers  Game , ”Business  Week , May  14, 2001 , p.60. 
(16)  同ガイドラインでは，プレスリリースを開示する場合の範囲，タイミング，内容について
の方針の明示，および GAAP に基づく利益とプロフォーマ方式による利益を比較可能な期
間において同様の様式で表示すべきことが勧告されている。(古庄修，前掲稿，68 頁。)  







(18) Securities and Exchange Commission , Release No. 33-8176 ;34-47226 ; FR-65 
 : Final Rule : Conditions for Use of Non-GAAP Financial Measures , Securities
 and Exchange Commission , January 22, 2003. 
(19)  「非 GAAP 財務数値」とは次のように定義されている。すなわち，「非 GAAP 財務数値
は，登録企業の以下のような歴史的あるいは将来的財務業績，財政状態あるいはキャッシ
ュ・フローについての数値的測度(numerical measure)である。 
     ・ 発行者の損益計算書，貸借対照表あるいはキャッシュ・フロー計算書において GAAP
にしたがって計算，表示されたもっとも直接的に比較可能な項目を除外したもの，ある
いは除外した金額が影響を持つように調整されたもの，あるいは， 
     ・ GAAPにしたがって計算，表示されたもっとも直接的に比較可能な項目から除外され
ている金額を算入したもの，あるいは，算入される金額が影響をもつように調整された
もの」(Ibid., II-A-2(a).) 









































 そこで本章では，まず ASOBAT においても提示された会計情報の基準といわゆる意思決
定－有用性アプローチとの関連を概観した後，米国の FASB による『財務会計諸概念に関
するステートメント第 2 号：会計情報の質的特徴 (Qualitative Characteristics of 












第 2 節 意思決定－有用性アプローチと会計方針の選択 
 
 1977 年に AAA の「外部財務報告書のための概念と基準に関する委員会」(Committee on 
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Concepts and Standards for External Financial Reports)が公表した『会計理論及び理論




 SATTA はその第２章において，現代会計研究の諸アプローチを次の 3 つに分類している。 
  (1)古典的（「真実利益」及び帰納的）モデル 
  (2)意思決定－有用性 












































































SFAC 第 2 号は，このような潮流のなかで，意思決定－有用性アプローチを全面的に適用
し，最適な会計代替案を選択する基準として会計情報の質的特徴を提示した (21)。 
 次節において，SFAC 第 2 号がどのように会計情報の基準を体系化しているのかをみてい
くこととする。 
 
第 3 節 SFAC 第 2 号における会計情報の基準 
 
1 会計情報の質的特徴と会計方針の選択 
SFAC 第 2 号は検討の目的とされる会計情報の質的特徴について，「これらの特徴によっ
て，有用な会計情報とあまり有用でない会計情報とが区別される(22)」としている(23)。この
ため，それは会計情報が有すべきものであり，会計選択を行うための基準となるのである。 




























































図表 補-1 会計情報を有用にさせる特性の階層構造          
                
 
会計情報の利用者          
 
 
一般的制約条件                                 ベネフィット＞コスト   
 
情報利用者に固有の特性                      理解可能性   
 
                                     意思決定の有用性  
 
 
意思決定に固有の基本的特性           目的適合性               信頼性   
 
 
基本的な特性の要素                    適時性      検証可能性   表現の忠実性  
              予測価値    フィードバック価値   
副次的かつ相互作用的特性             比較可能性(首尾一貫性を含む)     中立性   
 
識閾(Threshold for Recognition)                            重  要  性 
 
(出所) Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting  








































第 4 節 会計情報の質的特徴についての語用論的検討 
 

















































を述べたが，SFAC 第 2 号においてもこのことがあてはまるものといえよう。  
 
第 5 節 語用論の視点からの会計情報の利用をめぐる問題の検討の可能性について  
 
1 会計情報の基準の操作性について 

























































































(1)  青柳文司『新版会計学の原理』中央経済社，1979 年，126 頁。 




る。 (American Accounting  Association, “ Report of the Committee on Accounting 
Theory Construction and Verification ,” The Accounting Review,  Supplement to Vol. 
XLVI, 1971, p.56) 
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(3)  Financial Accounting Standards Board, Statement of Financial Accounting  




(5)  Financial Accounting Standards Board, op.cit.,par.5(同訳書，63頁). 
(6)  本章においては，SFAC 第 2 号が ASOBAT で提示された会計情報の基準を会計情報の質
的特徴として展開したものとして捉えていることとの関連で，「基準」と「規準」という用
語は互換的に使用している。   
(7)  American Accounting  Association,Committee on Concepts  and  Standards  for  
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(8)  Ibid.,p.10（同訳書，23 頁）. 
(9)  Ibid.,p.10（同訳書，23 頁）. 
(10)  Ibid.,p.21 (同訳書，49 頁) . 
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No.1 : Objectives of Financial Reporting by Business Enterprises, 1978, par.23(平松一
夫・広瀬義州訳『FASB 財務会計の諸概念(増補版)』中央経済社，2002 年，20 頁). 
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(14)  Ibid.,p.15(同訳書，33頁). 
(15)  Ibid.,p.15(同訳書，33 頁). 
(16)  なお，個人として会計情報の基準を提示している H.J.Snavely と T.J.Mock の文献につい
て，菊地教授が紹介している。それによると H.J.Snavely が“ Accounting Information 
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(33)  Ibid.,par.18 (同訳書，69 頁) . 
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(43)  Financial Accounting Standards Board, op.cit., Glossry of Terms (同訳書，60 頁) .  
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(45)  加藤盛弘「財務会計概念ステイトメント第 2 号」『同志社商学』第 33 巻第 3･4 号（1981
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(46)  山形休司，前掲書，152 頁。 
(47)  Financial Accounting Standards Board ,op.cit.,par.60 ( 同訳書，91 頁) . 
(48)  Ibid.,par.62 (同訳書，92 頁) . 
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第 146 巻第 2 号（1990 年 8 月），25-26 頁）。これらのことから，意思決定－有用性アプ
ローチに基づく会計情報の質的特徴は，空疎だが抽象的な内容のため，かえって多様な会計
選択を許容するような弾力性を有するということがいえよう。 
(52)  田中茂次「会計学方法論」(飯野利夫編著『会計方針選択行動論』第 1 章所収)中央経済社，







(R.L.Watts and J.L.Zimmerman,Positive Accounting Theory, Prentice-Hall,Inc.,1986,
pp.208-221(須田一幸訳『実証理論としての会計学』白桃書房，1991年，211-221頁).) 







(56)  同上，36 頁。なお，AAA も「語用論的分野は，会計における『行動の』研究の全体を含
む。会計報告は人々の行動に影響を及ぼす記号である，そして多くの人々がこの効果をテス
トすることを試みてきた。」としている。(American Accounting  Association, “ Report of 
the Committee on Accounting Theory Construction and Verification ,” The Accounting 
Review,  Supplement to Vol. XLVI, 1971, p.59.) 

























































































































































































































































































有用性については SEC も認識していた一方，GAAP 利益の限界も指摘されていたので，利
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